
                                

 
平成 18 年 3 月期  第 1 四半期財務・業績の概況（連結） 

平成 17 年 7 月 26 日 

会社名 国際チャート株式会社 （コード番号：３９５６） 
（ＵＲＬ http://www.kcp.co.jp/）   
代 表 者 役  職  名   代表取締役社長 

氏        名  大 坪 重 紀 
 

問合せ先 責任者役職名   取締役専務執行役員 FC 統括本部ｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門長 
氏    名  井 出 大 史               ＴＥＬ：（０４８）６４７―６１４４  

 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

  
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 

・法人税等の処理･･･年間の見積実効税率に基づいております。 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 
 

２．平成 18 年 3 月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 17 年 4 月 1 日～平成 17 年 6 月 30 日） 
(1) 経営成績（連結）の進捗状況 
 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      四半期（当期） 

純 利 益       
 百万円      ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 

18 年 3 月期第 1 四半期 1,346 (△24.0 ) 25 (△91.1 ) 30 (△89.6 ) △42 (   ―  ) 
17 年 3 月期第 1 四半期   1,771 (   8.1 ) 288 (  ―  ) 295 (  ―  ) 194 (   ―  ) 
(参考)17 年 3 月期   7,224 (  13.3 )  895 (   7.9 )     907 (  12.4 ) 550 (   22.0 ) 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
１株当たり四半期 
（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

18 年 3 月期第 1 四半期  △ 14 63 ― 
17 年 3 月期第 1 四半期 26 05 ― 
(参考)17 年 3 月期 84 21 ― 

(注) １．売上高におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
２．前年四半期より、営業利益、経常利益、四半期純利益、１株当たり四半期純利益の開示を行って
いるため、平成 17 年 3 月期第１四半期の対前年同四半期増減率は記載しておりません。 

 
［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
当第１四半期におけるわが国経済は、踊り場からの脱却に向け、穏やかに回復しつつあり、雇用、

賃金の改善をテコに個人消費に明るさが出始め、企業部門の好調が家計部門に波及し、持続成長の足

がかりができつつあります。原油価格の高騰、米中景気の行方という不安材料が消えていないものの、

デジタル関連製品の在庫調整にメドがつけば景気はゆっくりと再離陸する公算が大きくなっています。 
このような経営環境のもと、当社グループは、現在を「第２の創業期」と位置付け、記録紙事業、

情報端末に特化したプリンタ事業、難検針対応事業等の既存事業の強化、無線 IC タグ関連事業等の新

規事業の育成、さらに経営品質を高めるための全社的な仕組み作りに注力しています。 
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しかしながら、記録紙事業における競合他社参入、プリンタ・難検針対応事業の売上確保や新規事

業の本格的立ち上げの第２四半期以降へのズレ込み等により、当第１四半期の連結売上高は 1,346 百

万円（前年同期比 24.0 ％減）となりました。また、利益面におきましても、前連結会計年度に実施い

たしました大口投資（桶川工場増改築、新基幹情報システム構築、営業権譲受）の償却費負担増等に

より連結経常利益は 30 百万円（前年同期比 89.6 ％減）、人財キャリアチャレンジ支援制度導入等の

雇用構造改革に伴う特別損失の発生の影響もあり、連結当期純利益は△42 百万円となりました。 

http://www.xxxxxxxxx.co.jp/
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(2) 財政状態（連結）の変動状況 
 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり 

株 主 資 本      
 百万円 百万円 ％ 円    銭 

18 年 3 月期第 1 四半期   6,804   3,519   51.7  579 09 
17 年 3 月期第 1 四半期   6,222   3,368   54.1  561 45 
(参考)17 年 3 月期 6,948   3,722   53.6  612 99 

 
［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 
 当第１四半期末における総資産は、前連結会計年度末(平成 17 年 3 月 31 日)に比べて 144 百万

円減少し、6,804 百万円となりました。その主な要因は、売上債権の回収促進による受取手形及び

売掛金の減少額 356 百万円、現金及び預金の増加額 75 百万円、棚卸資産の増加額 105 百万円等

によるものであります。 
 
[参  考]平成 18 年 3 月期の連結業績予想 （平成 17 年 4 月 1 日～平成 18 年 3 月 31 日） 
   中間期、通期とも平成 17 年 5 月 9 日に公表しました業績予想に変更はありません。 
 
 予想売上高 予想経常利益 予想当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中  間  期 3,180 217 87 
通     期 7,700 950 515 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 78 円 33 銭 
※上記の予想は本資料の作成時点において入手可能な情報に基づいて作成したものです。実際の業績 
は、今後様々な要因によって異なる可能性があります。 

 
［業績予想に関する定性的情報等］ 

今後につきましても、記録紙事業の強化、携帯４インチプリンタ・無線検針システムの拡販、

無線 IC タグを始めとする新分野への製品投入、新規事業の早期立ち上げ・育成および一層のコ

スト削減等に取組んでまいります。 
なお、当第１四半期は売上高、利益ともに出遅れた面もありますが、第２四半期以降につきま

しては、現在取り組んでいる各事業の需要増により、受注・売上の拡大が見込まれ、平成 17 年

5 月 9 日付当社「平成 17 年 3 月期 決算短信（連結）」にて発表いたしました平成 18 年 3 月期

の中間期、通期の連結業績予想は変更しておりません。 
  以上 
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〔添付資料〕 
 

１．（要約）四半期連結貸借対照表 
（単位：千円、％） 

当四半期 
（平成 18 年 3 月期

第１四半期末） 

前年同四半期 
（平成 17 年 3 月期

第１四半期末） 
増 減 （参考） 

平成17年3月期 
期 別   

 
科 目 

金  額 金  額 金  額 増減率 金  額 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１．現金及び預金 660,033 906,834   584,855 

２．受取手形及び売掛金 2,244,991 1,695,713   2,601,702 

３．たな卸資産 466,343 303,657   361,301 

４．抵当証券 ― 200,000   ― 

５．関係会社短期貸付金 ― 300,000   ― 

６．その他 265,116 210,379   148,356 

貸倒引当金 △3,614 △5,189   △3,982 

流動資産合計 3,632,870 3,611,394 21,475 0.6 3,692,234 

Ⅱ 固定資産     

１．有形固定資産      

(1)建物及び構築物 791,985 453,277   796,910 

(2)機械装置及び運搬具 499,016 568,703   526,863 

(3)土地 881,366 881,366   881,366 

(4)その他 123,599 260,203   126,299 

有形固定資産合計 2,295,967 2,163,550 132,417 6.1 2,331,440 

２．無形固定資産      

(1)営業権 442,733 ―   468,275 

(2)ソフトウェア 295,680 ―   312,279 

(3)その他 5,641 324,485   5,651 

無形固定資産合計 744,055 324,485 419,569 129.3 786,206 

３．投資その他の資産      

(1)投資有価証券 28,598 31,853   31,226 

(2)その他 105,985 92,056   110,880 

貸倒引当金 △3,065 △1,170   △3,065 

投資その他の資産合計 131,517 122,738 8,779 7.2 139,041 

固定資産合計 3,171,540 2,610,774 560,765 21.5 3,256,688 

資産合計 6,804,410 6,222,169 582,241 9.4 6,948,923 
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（単位：千円、％） 

当四半期 
（平成 18 年 3 月期

第１四半期末） 

前年同四半期 
（平成 17 年 3 月期

第１四半期末） 
増 減 （参考） 

平成17年3月期 
期 別   

 
科 目 

金  額 金  額 金  額 増減率 金  額 

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１．支払手形及び買掛金 1,444,802 1,035,572  1,617,363 

２．短期借入金 427,000 167,000  196,000 

３．未払法人税等 32,231 110,397  52,754 

４．賞与引当金 175,442 297,056  92,930 

５．その他 278,765 455,530  252,078 

流動負債合計 2,358,241 2,065,557 292,684 14.2 2,211,126 

Ⅱ 固定負債     

１．長期借入金 180,000 ―  195,000 

２．退職給付引当金 594,604 679,621  699,763 

３．役員退職慰労引当金 ― 46,764  63,564 

４．その他 155,863 61,547  50,453 

固定負債合計 930,467 787,932 142,535 18.1 1,008,780 

負債合計 3,288,709 2,853,489 435,219 15.3 3,219,907 

（少数株主持分）     

少数株主持分 △3,809 ― △3,809 ― 6,054 

（資本の部）     

Ⅰ 資本金 376,800 376,800 ― ― 376,800 

Ⅱ 資本剰余金 195,260 195,260 ― ― 195,260 

Ⅲ 利益剰余金 2,945,451 2,792,775 152,675 5.5 3,148,739 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,160 4,578 △1,418 △31.0 4,147 

Ⅴ 為替換算調整勘定 △1,160 △734 △426 58.0 △1,985 

資本合計 3,519,510 3,368,679 150,831 4.5 3,722,961 
負債、少数株主持分及び 
資本合計 6,804,410 6,222,169 582,241 9.4 6,948,923 
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２．（要約）四半期連結損益計算書 
（単位：千円、％） 

当四半期 
（平成 18 年 3 月期

第１四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年 3 月期

第１四半期） 
増 減 （参考） 

平成17年3月期 
期 別   

 
科 目 

金  額 金  額 金  額 増減率 金  額 

Ⅰ 売上高 1,346,175 1,771,305 △425,130 △24.0 7,224,876 

Ⅱ 売上原価 851,269 1,042,484 △191,214 △18.3 4,594,875 

売上総利益 494,905 728,821 △233,915 △32.1 2,630,001 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 469,214 440,672 28,542 6.5 1,734,675 

営業利益 25,690 288,148 △262,457 △91.1 895,326 

Ⅳ 営業外収益     

１．受取利息 61 119  2,331 

２．受取配当金 411 4,861  5,115 

３．受取手数料 3,850 2,466  9,422 

４．為替差益 ― 1,219  302 

５．諸施設賃借料 2,199 ―  ― 

６．雑益 923 938   4,815 

営業外収益合計 7,447 9,604 △2,157 △22.5 21,987 

Ⅴ 営業外費用     

１．支払利息 1,056 110  3,483 

２．たな卸資産処分損 5 0  2,526 

３．為替差損 548 ―  ― 

４．雑損 830 1,845  3,388 

営業外費用合計 2,440 1,955 484 24.8 9,399 

経常利益 30,697 295,797 △265,100 △89.6 907,914 

Ⅵ  特別利益     

１．貸倒引当金戻入益 380 ―  2,423 

２．投資有価証券売却益 714 ―  ― 
３．確定拠出年金制度への 

移行に伴う利益 ― 14,929  14,929 

特別利益合計 1,094 14,929 △13,834 △92.7 17,352 

Ⅶ 特別損失     

１．固定資産処分損 1,645 139  22,498 

２．営業譲受関連費用 ― ―  41,000 

３．工場増築に伴う移転費用 ― ―  19,240 

４．特別退職金 46,207 ―   ― 

特別損失合計 47,852 139 47,713 34,186.5 82,739 
税金等調整前四半期（当期） 
純利益又は純損失（△） △16,061 310,586 △326,648 △105.2 842,527 

税金費用 36,589 116,265 △79,675 △68.5 291,189 

少数株主利益又は損失（△） △9,863 ― △9,863 ― 1,054 
四半期（当期）純利益 
又は純損失（△） △42,787 194,321 △237,109 △122.0 550,284 
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３．（要約）四半期連結剰余金計算書 
（単位：千円） 

当四半期 
（平成 18 年３月期 

第１四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年 3 月期 

第１四半期） 

（参考） 
平成 17 年 3 月期 

期 別   
 

科  目 
金  額 金  額 金  額 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高  195,260  195,260  195,260 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  195,260  195,260  195,260 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高  3,148,739  2,744,454  2,744,454 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１． 四半期（当期）純利益 

又は純損失（△） 
△42,787 △42,787 194,321 194,321 550,284 550,284 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．利益配当金 108,000  108,000  108,000  

２．取締役賞与 52,500 160,500 38,000 146,000 38,000 146,000 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  2,945,451  2,792,775  3,148,739 
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４．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：千円） 

期 別   
 

科  目 

当四半期 
（平成 18 年 3 月期 

第１四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年 3 月期 

第１四半期） 

（参考） 
平成 17 年 3 月期 

 金  額 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期（当期） 
純利益又は純損失 

△16,061 310,586 842,527 

減価償却費 73,942 46,751 253,848 

営業権償却費 25,542 ― 42,570 

長期前払費用償却費 65 101 305 

有形固定資産処分損 1,645 139 22,498 

貸倒引当金の増減額 △380 343 1,051 

賞与引当金の増減額 82,512 106,314 △97,812 

退職給付引当金の増減額 △105,158 △8,992 11,148 

役員退職慰労引当金の減少額 △63,564 △39,260 △22,460 

受取利息及び受取配当金 △473 △4,980 △7,446 

支払利息 1,056 110 3,483 

為替差益 △484 ― △255 

投資有価証券売却益 △714 ― ― 

売上債権の増減額 369,942 △103,358 △1,016,793 

たな卸資産の増減額 △103,523 34,005 19,060 

仕入債務の増減額 △173,944 19,723 603,469 

未払消費税等の増減額 23,492 △12,774 △54,465 

役員賞与の支払額 ― ― △38,000 

その他 △15,348 △16,758 △75,041 

小  計 98,546 331,951 487,690 

利息及び配当金の受取額 427 480 7,487 

利息の支払額 △1,105 △110 △4,352 

法人税等の支払額 △51,591 △235,604 △419,346 

営業活動によるキャッシュ・フロー 46,276 96,716 71,478 
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期 別   
 

科  目 

当四半期 
（平成 18 年 3 月期 

第１四半期） 

前年同四半期 
（平成 17 年 3 月期 

第１四半期） 

（参考） 
平成 17 年 3 月期 

 金  額 金  額 金  額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

抵当証券の売却による収入 ― ― 200,000 

有形固定資産の取得による支出 △90,339 △48,596 △407,658 

無形固定資産の取得による支出 △800 △87,675 △184,073 

営業譲受による支出 ― ― △585,000 

投資有価証券の取得による支出 △27 △27 △123 

貸付による支出 ― △38,411 △191,500 

貸付金の回収による収入 6,500 ― 488,700 

その他 5,314 15,164 △5,844 

投資活動によるキャッシュ・フロー △79,352 △159,544 △685,498 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増加額 231,000 99,000 68,000 

長期借入金の借入れによる収入 ― ― 300,000 

長期借入金の返済による支出 △15,000 ― △45,000 

少数株主への株式の発行による収入 ― ― 5,000 

配当金の支払額 △108,000 △107,986 △107,415 

財務活動によるキャッシュ・フロー 108,000 △8,986 220,584 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 253 37 △319 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 75,177 △71,776 △393,755 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 584,855 978,611 978,611 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 660,033 906,834 584,855 
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５．セグメント情報 
〔事業の種類別セグメント情報〕 
当第１四半期（自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 17 年 6 月 30 日） 

（単位：千円） 

 
記録紙 

事業 

計測情報

サプライ

事業 

記録機器

その他の

事業 

計 
消去又 

は全社 
連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益 

売上高 

 (1)外部顧客に対する売上高 

 (2)セグメント間の内部売上高 

計 

 

 

990,679 

― 

990,679 

 

 

201,582 

― 

201,582 

 

 

153,913 

― 

153,913 

 

 

1,346,175 

― 

1,346,175 

 

 

― 

― 

― 

 

 

1,346,175 

― 

1,346,175 

営業費用 688,387 192,537 316,254 1,197,179 123,304 1,320,484 

営業利益又は営業損失（△） 302,291 9,044 △162,340 148,995 ( 123,304) 25,690 
（注）１．事業区分の方法 

事業の種類・性質の類似性等を考慮して、区分しております。 
２．各事業の主な製品 
(1)記録紙事業･･････････････計測用記録紙、屋外検針用紙、各種モバイル用紙 
(2)計測情報サプライ事業････記録計用各種補用品（消耗品及び部品）その他補用品 
(3)記録機器その他事業･･････記録計用ペン、温湿度記録計、携帯 4 ｲﾝﾁﾌﾟﾘﾝﾀ、無線 IC ﾀｸﾞ、

その他 
３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 123,304 千円

であり、その主なものは当社の人事、総務、経理等の管理部門にかかる費用であります。 
 

前年同四半期（自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 16 年 6 月 30 日） 
（単位：千円） 

 
記録紙 

事業 

計測情報

サプライ

事業 

記録機器

その他の

事業 

計 
消去又 

は全社 
連結 

Ⅰ．売上高及び営業損益 

売上高 

 (1)外部顧客に対する売上高 

 (2)セグメント間の内部売上高 

計 

 

 

1,228,451 

― 

1,228,451 

 

 

211,933 

― 

211,933 

 

 

330,921 

― 

330,921 

 

 

1,771,305 

― 

1,771,305 

 

 

― 

― 

― 

 

 

1,771,305

― 

1,771,305 

営業費用 810,950 210,651 298,644 1,320,246 162,911 1,483,157 

営業利益 417,501 1,281 32,277 451,059 (162,911) 288,148 
（注）１．事業区分の方法 

事業の種類・性質の類似性等を考慮して、区分しております。 
２．各事業の主な製品 
(1)記録紙事業･･････････････計測用記録紙、屋外検針用紙、各種モバイル用紙 
(2)計測情報サプライ事業････記録計用各種補用品（消耗品及び部品）その他補用品 
(3)記録機器その他事業･･････記録計用ペン、温湿度記録計他記録計、その他 

３．営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 162,911 千円
であり、その主なものは当社の人事、総務、経理等の管理部門にかかる費用であります。 


